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第３期子ども・子育て支援事業計画及び第１期子どもの貧困対策計画 

策定業務委託プロポーザル募集要項 

 

１ 趣旨 

 この実施要項（以下「本要項」という。）は、第３期子ども・子育て支援事業計画及び第

１期子どもの貧困対策計画策定業務（以下「本業務」という。）に最も適した事業者のプロポ

ーザル方式による選定に関して、必要な事項を定める。 

 

２ 業務の概要 

（１）業務名 

第３期子ども・子育て支援事業計画及び第１期子どもの貧困対策計画 
   策定業務委託 
（２）業務場所 

    本庄市内一円 
（３）業務の内容 

別紙「第３期子ども・子育て支援事業計画及び第１期子どもの貧困対策計画策定業務

委託仕様書」（以下「仕様書」という。）のとおりとする。 

（４）履行期間 

    契約日から令和７年３月２４日（月）までとする。 

（５）契約方法 

    公募型プロポーザルによる随意契約とする。 

（６）契約上限額 

   契約上限額は、令和５年度は８，２５０，０００円（消費税相当分を含む。）、令和６

年度は５，５８８，０００円（消費税相当分を含む。）とする。  

※この金額は契約金額の限度額を示すものであり、本市がこの金額で契約することを

約束するものではない。 

 

３ 参加資格要件 

 本プロポーザルに参加することができるものは、次に掲げる要件を全て満たすものと 

する。 

（１） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号） 第１６７条の４の規定に該当しない者

であること。 

（２）本庄市物品等競争入札参加者の資格等に関する要綱（平成２０年本庄市告示第２８９

号）に規定する本庄市物品等競争入札参加資格者名簿（以下「名簿」という。）に登載

されている者であること。 

なお、未登載業者については、別途物品等競争入札参加資格審査申請を行い、参加申込

期限である、令和５年９月１５日（金）までに名簿登載が完了した者は、本プロポーザル

に参加することができる。 

（３）公告日から契約候補者決定の日までの期間において、本庄市物品等の契約に係る指名

停止等の措置要綱（平成２１年本庄市告示第４３号）に基づく指名停止の措置を受けて

いない者であること。 

（４）公告日から契約候補者決定の日までの期間において、本庄市の締結する契約からの暴

力団排除措置に関する要綱（平成１８年本庄市告示第２３号）に基づく指名除外の措置
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を受けていない者であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手続開始の申

立て、又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定に基づく再生手続

開始の申立てが行われた者ではないこと。 

（６）国税、地方税を滞納していないこと。 

（７）平成３０年度から令和４年度までの間に地方自治体が発注した子ども・子育て支援事

業計画策定業務を完了した実績があること。ただし、子ども・子育て支援事業計画策定業

務全体の実績であり、アンケート調査や印刷など、当該業務の一部のみの実績はこの実績

として認めない。 

（８）本業務に配置する技術者は配置技術者報告書（様式７）に記載された者とすること。 

 

４ 失格基準 

次の事項のいずれかに該当した場合は失格とする。 
（１） 本要項に定められた要件等に適合しない場合 
（２） 本要項に定められた方法によらず、提案書類その他の提出書類が提出された場合 
（３） 所定の提出期限までに提案書類等の提出がない場合、また提案書類その他の提出書類に

ついて、記載すべき事項の全部又は一部が記載されていない場合 
（４） 提案書類その他の提出書類について、虚偽の内容が記載されていた場合 
（５） 正当な事由なくプレゼンテーションに遅刻する又は出席しない場合 
（６） 選考結果に影響を与えるような不誠実な行為があった場合 
（７） 市が定める提案上限額を超えて業務委託料の提案をした場合 
（８） 著しく社会的信用を損なう行為等により、本業務の受注者としてふさわしくないと市が

判断した場合 
 

５ スケジュール 

  委託事業者特定までのスケジュールは以下のとおりとする。 

なお、日付については、諸事情により変更する場合、公表又は関係者等へ連絡するもの 

 とする。 

内   容 日   付 

実施要項の公表（公募開始） 令和５年 ９月 １日（金） 

関係書類等配期間（募集期間） 

※市ホームページにて提出書類等のダウン 

ロード可能 

令和５年 ９月 １日（金） 

～ ９月１５日（金） 

質問書受付期間 
令和５年 ９月 １日（金） 

～ ９月 ８日（金） 

質問書回答期限 令和５年 ９月１２日（火） 

参加申込書提出期限 令和５年 ９月１５日（金） 

参加申込の資格審査 
令和５年 ９月１５日（金） 

～ ９月１９日（火） 
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参加資格審査結果の通知 令和５年 ９月２０日（水） 

企画提案書等の受付期間 
令和５年 ９月２０日（水） 

   ～１０月１１日（水） 

※１ 提案者が５者を超える場合の審査 

（提案書等審査結果通知） 
令和５年１０月１８日（水） 

プレゼンテーション実施通知 令和５年１０月１８日（水） 

プレゼンテーション及びヒアリング 令和５年１０月２５日（水） 

審査結果通知 令和５年１１月 １日（水） 

仕様内容等詳細打ち合わせ 
令和５年１１月 ２日（木） 

   ～１１月 ９日（木） 

契約締結 令和５年１１月中旬 

※１ 提案者が５者を超える場合の審査 

     この審査は、提案者が５者を超える場合のみ、書類審査を行うものとし、結果を

速やかに、全ての提案者へ通知するものとする。 

 

６ 事務局 

   本業務のプロポーザルに関する書類や質問等の提出先は、以下のとおりとする。 

〒367-8501 埼玉県本庄市本庄３丁目５番３号 

本庄市保健部子育て支援課 子育て支援係（本庁舎２階） 

電話：０４９５－２５－１１４３（直通）    

ＦＡＸ：０４９５－２５－１１４５ 

電子メール：kosodate@city.honjo.lg.jp 

 

７ 参加申込書等の提出及び参加資格確認結果の通知 

（１）参加申込書等の提出 

本業務のプロポーザルへの参加希望者は、次のとおり提出すること。 

ア 提出書類及び提出部数 

・参加申込書（様式１）  １部 

・会社概要書（様式２）  １部 

    ※直近２ヶ年の法人の損益計算書の写しを添付すること。 

    ※カタログ・パンフレットの添付も可とする。 

・業務実績書（様式３）  １部 

  ※平成３０年度から令和４年度までの間に契約した業務の業務実績を記入するこ 

と。 

同種業務：子ども・子育て支援事業計画、行動計画、子どもの貧困対策計画策 

定業務 

類似業務：同種業務を除く福祉関連の計画策定業務（総合振興計画、地域福祉 

計画など） 

     ※記載事項欄は、適宜変更して作成すること。 

     ※業務実績が複数の場合は、業務ごとに全て記入すること。 

mailto:kosodate@city.honjo.lg.jp
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※業務実績が証明できるもの（契約書や仕様書等の写し）を添付すること。 

イ 提出期限 

令和５年９月１５日（金）午後５時まで（必着） 

ウ 提出先及び提出方法 

    上記「６ 事務局」へ持参または郵送にて提出する。 

    ・持参の場合、本要項「６ 事務局」まで事前連絡を行うこと。 

      受付時間は、開庁日の午前８時３０分から午後５時までとする。ただし、正午 

から午後１時の間及び本庄市の休日を定める条例（平成１８年本庄市条例第２ 

号）第１条第１項各号に定める休日（以下｢市の休日｣という。）を除くものとす 

る。 

    ・郵送の場合、一般書留又は簡易書留とし、提出期限必着とする。 

（２）参加資格審査 

   提出書類を基に参加資格の審査を行い、令和５年９月２０日（水）までに参加資格の 

審査結果について、参加申込みのあった全事業者へ電子メールにより通知する。この通知

により参加資格の審査に合格した者が、企画提案書を提出することができるものとする。 

参加資格なしと認められた者は、参加資格の審査結果通知日の翌日から起算して５日

（市の休日を除く。）以内に、書面（任意様式、電子メール可）により、その理由につい

て説明を求めることができる。 

市長は、上記により説明を求められたときは、書面により回答する。 

 

８ 参加辞退 

   本業務の参加希望者は、随意契約の相手方が決定するまでは、いつでも参加を辞退す

ることができる。この場合には､プロポーザル辞退届（任意様式）を本要項｢６ 事務局｣

へ持参にて提出するものとする。 

   なお、辞退した者については、これを理由として以後の入札参加資格等について不利

益な取扱いを受けるものではない。 

   また、一度提出し受理されたプロポーザル辞退届は撤回できない。 

 

９ 質問及び回答 

（１）質問書の提出 

提出書類及び企画提案に関する質問事項がある場合は、次のとおり提出すること。 

ア 提出書類 

 ・質問書（様式４） 

イ 提出期限 

令和５年９月８日（金）午後５時まで（必着） 

ウ 提出先及び提出方法 

上記「６ 事務局」へ電子メールにて提出すること。電話・ファクシミリによる質 

問は受け付けない。なお、電子メールの件名は「第３期子ども・子育て支援事業計画及

び第１期子どもの貧困対策計画策定業務に関する質問（事業者名）」とすること。 

※送信後は、午前８時３０分～午後５時までの間に事務局へ電話による確認連絡を行 

うこと。 

（２）質問書に対する回答 

質問書に対する回答は、令和５年９月１２日（火）午後５時までに、参加申込み者すべ
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てに電子メールにより行う。（様式５） 

また、質問事項及び内容を随時本市のホームページに掲載する。 

なお、参加希望者は質問書の提出の有無に関わらず、本市のホームページに掲載する質

問に対する回答のすべての内容を必ず確認すること。質問に対する回答のすべての内容は

すべての参加希望者に適用する。 

 

１０ 企画提案書等の提出 

７（２）により参加資格の審査に合格した者は、次のとおり提出すること。 

（１）提出書類及び提出部数 

ア 企画提案書（表紙）（様式６）    １部 

イ 企画提案書（様式任意）       ８部 

・正本１部は、商号又は名称及び代表者職氏名の記入及び代表者印を押印したものと

し、副本７部は、正本の写しで商号又は名称及び代表者職氏名の記入及び代表者印を

押印していないものを提出すること。ただし、参考見積書及び参考保守見積書は､商

号又は名称及び代表者職氏名の記入及び代表者印を押印したものとし、正本１部のみ

提出のこと。 

 ※副本は、作成した会社等が推定できるような記述、ロゴ等の挿入を行わないこと。 

・Ａ４判（Ａ３判による折込ページの挿入可）３０ページ以内とし、１冊に製本（２か

所ホチキス止め、両面印刷可）して提出すること。 

ウ 配置技術者報告書（様式７）       １部 

  ・配置予定者を全員記入すること。 

  ・実務経験年数は、計画策定分野における経験年数を記入すること。 

  ・本業務の担当技術者の中から主担当を決定し、記入すること。 

  ・記載事項欄は、適宜変更して作成すること。 

  ・保有資格については、本業務と関係のある資格を記入すること。 

  ・年齢を参加申請日現在で記入すること。 

エ 業務実施体制図（様式任意、Ａ４判） １部 

オ 見積書（様式任意、Ａ４判）     １部  

  ・業務の積算内訳書を添付すること。 

（２）提出期限 

令和５年１０月１１日（水）午後５時まで（必着） 

（３）提出先及び提出方法 

   上記「６ 事務局」へ持参または郵送にて提出する。 

   ・持参の場合、開庁日の午前８時３０分から午後５時までとする。ただし、正午から 

    午後１時の間、及び市の休日を除くものとする。 

   ・郵送の場合、一般書留又は簡易書留とし、提出期限必着とする。 

   併せて、上記提出書類の電子データを電子メールにて提出すること。 

（４）作成上の留意事項 

ア 企画提案書の構成 

仕様書の目的・業務内容を踏まえ、次の①から⑦の事項に基づいて作成すること。 

なお、専門知識を有しない者でも理解できるよう、分かりやすい表記に努めること。 

①本業務にかかる基本的な考え方 

②業務実績及び業務実施体制 
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  技術者の業務実績も記述すること。様式３、様式７と同一でなくても可とする。 

③業務工程表 

実施しようとする業務の工程表・スケジュールを仕様書及び提案内容を踏まえて記載 

すること。 

④現状認識と課題の把握 

  本市における児童を取り巻く環境の現状及び課題の把握について記載すること。 

⑤計画の策定支援（計画の骨子案などの具体的な支援方法を記載すること） 

⑥庁内会議、子ども･子育て会議、パブリックコメント実施の運営支援 

⑦本市の児童を取り巻く環境に関する課題や特性を踏まえた具体的な提案 

本市の児童を取り巻く環境に関する特性を洗い出し、具体的で独創的な提案内容を記 

載すること。 

イ 本市からの照会 

提出のあった企画提案書等の内容について審査の過程で疑義が生じた場合、必要に 

応じて本市から照会を行い、追加資料を求めることがある。 

ウ 企画提案書等の取扱い 

・提出された企画提案書等の著作権は、企画提案書の提出者（以下「提案者」とい 

う。）に帰属するものとする。ただし、審査等の過程において複製することがあ 

る。 

・企画提案書等提出後における内容の追加又は変更は、原則として認めない。 

・提出された企画提案書等は、一切返却しない。 

・提出された企画提案書等は、公開請求の対象となります。ただし、本庄市情報公開 

 条例の規定に基づき公開請求者へ公開する場合を踏まえ、公開されることにより 

 提案者が不利益を被るおそれのある情報については、含まないよう留意すること。 

 

１１ 事業者の選定 

   本要項、仕様書に基づき提出された提案書等について、以下の方法により第３期本庄

市子ども・子育て支援事業計画及び第１期本庄市子どもの貧困対策計画策定業務委託事

業者プロポーザル選定委員会（以下「選定委員会」という。）が審査し、選定する。 

審査はプレゼンテーション及びヒアリング（以下「プレゼンテーション」という。） 

により行う。ただし、提案者が５者を超えた場合は、あらかじめ提案書等を書類審査 

し、審査に合格した５者をプレゼンテーションの対象とする。 

なお、プレゼンテーションにおいて、提案書の内容と著しく異なる事実が判明した場 

合は、失格又は減点することがある。 

（１）プレゼンテーションの実施 

ア 日時 令和５年１０月２５日（水）  

イ 場所 本庄市市民活動交流センター はにぽんプラザ 活動室Ｆ 

     ※時間及び場所等の詳細は、各提案者へ個別に通知する。 

ウ 時間配分 各事業者５０分以内 

（プレゼンテーション準備１０分以内、プレゼンテーション２０分以内、

ヒアリング１０分以内、片付け１０分以内） 

エ その他   

・本業務を実際に担当する者がプレゼンテーションを行うこと。 

  ・プレゼンテーションへの参加人数は３名までとする。 
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  ・事業者名が特定できるようなもの（バッジ等）は着用しないこと。 

・本市からは会場及び電源を提供する。その他、プレゼンテーションで使用する機

器類は、すべて企画提案者が準備すること。 

・提案者が１者のみの場合であっても、プレゼンテーションを実施する。 

（２）選定方法 

選定委員会において、別表で定める評価基準に基づき審査し選定委員が評価した値の平

均値（選定委員の評価点合計÷評価選定委員数）を本審査における評価点（整数未満切り

捨て）とし、評価点が最も高い提案者を本業務の受託候補者に決定する。 

なお、総合点が同点の場合は、見積額の安価な提案者を上位として選定し、見積額も同

額の場合は、委員長の決するところとする。またあわせて、次点の候補者も選定する。 

（３）選定結果の通知 

選定結果は、令和５年１１月１日（水）午後５時までに、全提案者へ電子メールにより

通知し、その後、書面による通知も行う。 

（４）その他 

選定結果及び審査内容に関する問い合わせについては応じない。また、選定結果に対す

る異議申し立ては受け付けない。 

 

１２ 契約 

提出書類及びプレゼンテーションの結果等を総合的に評価し、最も優れた提案を行った者

を契約候補者とし、本業務の契約交渉を行う。なお、契約候補者が契約締結時までに参加資

格要件を満たさなくなった場合や、事故等の特別な事由により契約が不可能となった場合

は、次点者と契約交渉を行う。 

 

１３ その他 

・本業務提案に要する費用は、全て提案者の負担とする。 

  ・本業務の受託後に、提案書等に記載した配置予定技術者を変更する場合は、事前に市

へ届出を行うものとする。その場合、従前の担当者と同等以上の技術と実績を有する

者を配置すること。 

  ・電子メール等の通信事故について、本市はいかなる責任も負わない。 

  ・新型コロナウイルス感染症に対する十分な対策を講じること。 
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公募型プロポーザル 評価基準表  

評価区分 評価項目 配点 

提案内

容 

業務実績、実施体制 事業者の業務実績、技術者等の実施体制 
20 

業務工程表 業務工程スケジュール 

業務理解度 本業務への理解度と基本的な考え方 

70 

調査及び活用 調査の内容・分析、情報の整理・活用 

計画の策定支援 基本フレームの検討・計画のマネジメント 

具体的施策 具体的施策策定への支援 
運営支援 意見聴取及び各種会議等への運営支援 

地域理解・独創性 本市の地域特性を踏まえた独創的な提案 

格 価 見積書 10 

 


